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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 環境局 環境都市推進部 

 環境政策課 

直 通 ０７２－２２８－３９８２ 

内 線 ３８１０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７０６３ 

 

「環境基本計画策定業務」について 

 

 「第２次環境基本計画」の計画期間が平成３０年度で満了するため、本市における

今後の環境政策の方向性を検討し、よりよい進行管理を視野に入れるとともに、  

長期的な視点に立った「第３次環境基本計画」を策定します。 

 

記 

 

１．事業名 

  環境基本計画策定業務 

 

２．事業概要 

国や他の地方自治体の環境政策等の調査並びに本市における環境政策に関する市民及

び事業所意識調査等の結果をもとに現行計画の課題を整理することにより、本市におけ

る 今後の環境政策の方向性を検討し、よりよい進行管理を視野に入れるとともに、長期

的な視点に立った「第３次堺市環境基本計画」（計画期間は１０年間）の策定を円滑かつ    

効率的に行います。 

 

３ 平成２９年度当初予算額           ５，２８４千円 

             新規          （５，２８４千円） 

         債務負担行為          （５，０００千円） 
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環境基本計画策定業務 

１ 環境基本計画について 

① 堺市環境基本条例に基づき、環境の保全と創造に関する目標、それを達成するための施策、配慮の
指針その他の必要な事項について定める環境行政の基本計画として位置付けられています。 

堺市市環境基本条例（抜粋） 
（環境基本計画の策定） 

第８条 市長は、環境の保全と創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、環境の保全と創造に関する基本的な  
計画（以下「環境基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 環境基本計画には、環境の保全と創造に関する目標、それを達成するための施策、配慮の指針その他の必要な事項に 
ついて定めるものとする。 

３ 市長は、環境基本計画を策定するに当たっては、市民、事業者又はこれらの者の組織する団体（以下「市民等」という。）の
意見を反映することができるよう必要な措置を講じなければならない。 

３ 現行計画の進捗状況 

② 第１次環境基本計画は平成１１年３月に、現行の第２次計画は平成２１年５月に策定されました。 

 計画期間は１０年であり、その間に多くの分野別計画が策定・更新されたほか、新たに着目された概念  
に基づく施策が幅広く展開されており、第３次計画ではこれらのことを踏まえて改定する必要があります。 

 環境白書「堺の環境」により、現行計画の進捗状況を確認しています。 

２ 計画体系 

環境基本計画 

  

資源循環 

一般廃棄物 
処理基本計画 

循環型社会 
づくり計画 

  

自然共生 

生物多様性・堺戦略 
  

低炭素化 

環境モデル都市 
行動計画 

地域エネルギー 
施策方針 

地球温暖化対策
実行計画 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 環境局 環境都市推進部 

環境政策課 

直 通 ０７２－２２８－３９８２ 

内 線 ３８１０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７０６３ 

 

「環境啓発事業「堺エコ×ラボ」」について 

 

 環境基本計画の推進やよりよい堺の環境の創造へ向けた取組に寄与するため、 

「資源循環」、「低炭素化」、「自然共生」の各環境分野に係るイベントを実施し、     

環境について学び・考える機会を提供します。 

 

記 

 

１．事業名 

  環境啓発事業「堺エコ×ラボ」 

 

２．事業概要 

  「資源循環」、「低炭素化」、「自然共生」の各環境分野に係る事業を実施します。 

 

（１）環境落語講演 ：「もったいない」に関する環境落語講演を実施します。 

（２）環境イベント ：太陽光、水素、天然ガス等の多様なエネルギーに触れることが 

できるイベントを実施します。 

（３）環境フォーラム：自然共生について学ぶ基調講演後、講演者と堺市の学生が環境に 

ついて意見交換を実施します。 

 

３．平成２９年度当初予算額     ３，９９６千円 

             新規    （３，９９６千円） 
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環境啓発事業 「堺エコ×ラボ」 

２ 概要 

 「資源循環」、「低炭素化」、「自然共生」など、各環境分野に関する事業を実施します。 

４ 事業内容 

（３） 環境フォーラム 

・内   容：市内の生き物クイズや生物多様性について学ぶ基調講演後、高校生が考える「よりよい 
環境の実現へ向けた取組」について意見交換を実施します。 

・開催時期：平成２９年６月（予定） 
・参加人数：約５００名（予定） 

（１） 環境落語講演 
・内   容：「もったいない」をテーマに、幅広い年代の方に楽しく学んでもらう環境落語を実施します。 
・開催時期：平成２９年８月（予定） 
・参加人数：約５００名（予定） 

（２） 環境イベント 
・内   容：太陽光、水素、天然ガス等の多様なエネルギーに関する実験・体験・展示会を実施します。 
・開催時期：平成２９年８月（予定） 
・参加人数：約１，０００名（予定） 

３ 目的 

 「堺エコ×ラボ」によって得た市民意見を第３次環境基本計画に反映するとともに、その推進へ向けた機運
醸成を図ることで、よりよい堺の環境の創造へ向けた取組に役立てます。 

１ 事業名称について 
 「エコ」について楽しく学び、探究する場「ラボラトリー」という意味で「堺エコ×ラボ」と名付けています。 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 環境局 環境都市推進部 

環境エネルギー課 

直 通 ０７２－２２８－７５４８ 

内 線 ３８３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７０６３ 

 

「スマートハウス等導入支援事業」について 

 

住宅における安全・安心、効率的なエネルギー利用を図る次世代型の住宅であるスマー

トハウスの創出に向け、スマートハウス構成機器の導入に係る支援事業等を実施します。

また、支援対象を小規模な事業所（店舗、事務所等）に拡大することにより、“エネルギー

地産地消生活の推進”を図ってまいります。 

 

185



 

 

記 

 

１．事業名 

スマートハウス等導入支援事業 

 

２．事業概要 

戸建住宅において、太陽光発電システム、ＨＥＭＳ（住宅用エネルギー管理システム）、

家庭用燃料電池コージェネレーションシステム（エネファーム）や定置型リチウムイオ

ン蓄電池等を複合的に導入した場合、その費用の一部を補助します。 

太陽熱利用システムについては、強制循環型ソーラーシステムを設置した場合、その

費用の一部を補助します。 

また、集合住宅において、ＨＥＭＳ、エネファーム、定置型リチウムイオン蓄電池等

を設置した場合、その費用の一部を補助します。 

小規模の事業所等に対し、太陽光発電システム、ＨＥＭＳ、エネファーム、定置型リ

チウムイオン蓄電池等を複合的に導入した場合、その費用の一部を補助します。 

 

 

 

 

３．対象システムおよび補助率等 

 ○太陽光発電システム 

   １ｋＷあたり２万円（上限８万円）  

   ○ＨＥＭＳ 

     機器本体額の２分の１（上限１万円） 

   ○家庭用燃料電池コージェネレーションシステム（エネファーム） 

     設置費の５分の１（上限８万円） 

   ○定置用リチウムイオン蓄電池 

     機器本体額の５分の１（上限１０万円） 

   ○ビークル・トゥ・ホームシステム（Ｖ２Ｈ） 

     設置費の５分の１（上限１０万円） 

   ○太陽熱利用システム（強制循環型） 

     設置費の５分の１（上限１０万円） 

 

  ４．拡充のポイント   

   ○集合住宅のエネファーム導入費用を補助対象に追加 

   ○対象システムの補助対象を小規模の事業所等に拡大 

 

 

５．平成２９年度当初予算額      ７７，４１９千円   

             拡充     （ ６，６００千円）
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補助制度の概要 

～エネルギー地産地消の生活をめざして～「スマートハウス等導入支援事業」概要 

対象建物 補助対象機器 １件あたり補助額 

戸建て住宅 

 

 

・太陽光発電 

・ＨＥＭＳ 

・エネファーム 

・蓄電池 

（ﾋﾞｰｸﾙ・ﾄｳ・ﾎｰﾑ含） 

・太陽熱利用システム 

（強制循環型） 

1ｋＷあたり 2万円（上限 8万円） 

機器本体額の 1／2（上限１万円） 

設置費の 1／5（上限 8万円） 

機器本体額の 1／5（上限 10万円） 

 

機器本体額の 1／5（上限 10万円） 

最大 37万円 

集合住宅 ・ＨＥＭＳ 

・エネファーム 

・蓄電池 

（ﾋﾞｰｸﾙ・ﾄｳ・ﾎｰﾑ含） 

 

機器本体額の 1／2（上限１万円） 

設置費の 1／5（上限 8万円） 

機器本体額の 1／5（上限 10万円） 

          最大 19万円 

小規模事業

所等※ 

・太陽光発電 

・ＨＥＭＳ 

・エネファーム 

・蓄電池 

（ﾋﾞｰｸﾙ・ﾄｳ・ﾎｰﾑ含） 

1ｋＷあたり 2万円（上限 8万円） 

機器本体額の 1／2（上限１万円） 

設置費の 1／5（上限 8万円） 

機器本体額の 1／5（上限 10万円） 

          最大 27万円 

※〝戸建て住宅″及び〝小規模事業所等”は、２種類以上の機器の複合導入または既設機器と

の複合導入であること（太陽熱利用システムについては単体設置も補助対象） 

※小規模事業所等への業務用燃料電池コージェネレーションシステム導入に対する補助はｽﾏｰﾄ

ﾌｧｸﾄﾘｰ・ｽﾏｰﾄｵﾌｨｽ導入支援事業で実施（補助要件を満たす場合に限る） 

   

＜スマートハウス概念図＞ 

スマートハウスは、太陽光発電システムなどで自ら電気を「創る」だけでなく、効率的にエネルギーを「省エ

ネ」しながら使い、蓄電池システムなどに「蓄える」といった、創エネ・省エネ・蓄エネ機能を持っている住

宅です。また、環境にやさしいだけでなく、電力自給率アップや、災害時の備えとしても期待されています。 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 環境局 環境都市推進部 

環境エネルギー課 

直 通 ０７２－２２８－７５４８ 

内 線 ３８３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７０６３ 

 

「ＥＳＣＯ事業」について 

 

堺市では、徹底した省エネルギー社会の実現をめざすため、“設備更新、省エネ推進”の

もと、民間事業者の資金とノウハウを活用した市有施設におけるＥＳＣＯ事業を実施します。 

 

記 

 

１．事業名 

ＥＳＣＯ事業 

 

２．事業概要 

民間事業者の資金とノウハウを活用した、市有施設の省エネルギー改修実施に向けた

調査を実施します。 

 

３．平成２９年度当初予算額           ３，３２９千円   

             新規          （３，３２９千円） 
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事業目的 

・徹底した省エネルギー社会の実現に向け、市自らが率先して省エネ・省CO2に取組むため、民
間事業者の資金とノウハウを活用して市有施設におけるESCO事業を実施する。 

事業概要 

・市有施設1施設を対象に、ESCO事業※１の 
 可能性を調査するため、フィージビリティス

タディ調査※２等を実施した上でESCO事業者
を公募する。 

 
※１ ESCO事業とは 
  民間事業者の資金とノウハウにより、省エネ化の設備改修等を

行い、CO2を大幅に削減する一方、光熱費の削減分で改修経費を
調達する事業のこと。 

 

※2 フィージビリティスタディ調査とは 
  様々な角度から事業採算性の有無を検討すること。 

事業スキーム 

堺市 

ESCO 
事業者 

金融機関 

設計・施工 
効果保証 

料金支払 

債務返済 

融資・リース 

光熱費 
コスト 

光熱費 
コスト 

光熱費 
コスト 

E
S
C
O

事
業
費 

市の利益 初期投資 

ESCO経費 

事業実施前 事業契約期間中 事業契約終了後 

省エネ 
効果 

効果 

・市有施設の大幅な省エネ・省CO2の推進 
・光熱費削減による改修経費の捻出 

ＥＳＣＯ事業 

市の利益 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 建設局 土木部 土木監理課 

直 通 ０７２－２２８－７４１６ 

内 線 ４１３８ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－３９６４ 

 

「道路照明灯ＬＥＤ更新事業」について 

 

堺市では、ＣＯ２の排出量削減による低炭素化・省エネルギー化の取り組みとして、

「リース方式による道路照明灯のＬＥＤ化」を推進します。 

 

記 

 

  １．事業名 

    道路照明灯ＬＥＤ更新事業 

 

 

  ２．事業概要 

本事業は、道路照明灯の幹線道路を対象に、リース方式による道路照明灯のＬＥＤ

化を行い、将来のトータルコストの縮減及び初期導入費用の平準化を図ります。 

 ・導入路線   府道大阪中央環状線ほか国府道４路線 

   ・導入数    約１，６００基 

     

 

３．平成２９年度当初予算額 １７，０５０千円 

         （新規） １７，０５０千円 
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 ・市では、公共施設における低炭素社会の実現をめざし省エネ・省Ｃ０２を推進する 

ため、道路照明灯のＬＥＤ灯導入を推進しています。 

 

  

  

    ■ 従来の道路照明灯と比べて… 

      ・消費電力の削減が可能（電気代、環境負荷の低減が可能） 

        ・耐用年数が非常に長寿命 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで… 

 

 

                                 

 

リース契約により、初期投資費を平準化しつつ、 

省エネ・省 C02の効果を得ることが期待できる。 

    

道路照明灯のＬＥＤ灯導入について 

目   的 

効果の発現には 
多額の初期投資が必要 
（LED灯具購入費、設置工事費等） 

期待される        
効果 

 

LED 灯の効果 

H29 年度 

・幹線道路の道路照明灯（約 1,600灯）において、ＬＥＤ灯をリース方式で導

入し、期待される効果の検証を行い、本格導入に向けた準備を行う。 

 

  （道路照明灯のＬＥＤ灯とは…） 

リース方式（ＬＥＤ灯具の賃貸借契約）により導入 

 

拡大 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 環境局 環境保全部 環境共生課 

直 通 ０７２－２２８－７４４０ 

内 線 ３８６２、３８６３、３８６７ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７３１７ 

 

 

「堺エコロジー大学運営事業」について 

 

堺市では、持続可能な環境共生都市の実現に向けて、市民の環境意識の向上と堺の環境の

未来を支える人材の育成を目的として、堺エコロジー大学事業を展開しています。同大学に

おいて、幅広い層に各種講座を提供する「一般講座」や、1年間のカリキュラムでリーダー

を育成する「専門コース」をこれまで運用してきましたが、平成２９年度から子どもを対象

とした体験学習講座等を提供する「ジュニアコース」を下記のとおり新設いたします。 

 

記 

 

１．事業名  

  堺エコロジー大学運営事業 

 

２．事業概要、事業目的 

  市民の環境意識の向上を図り、堺の環境の未来を支える人材を育成する「堺エコロジ

ー大学」において、平成２２年に設立して以降順調に事業を運営し市民等の環境意識向

上を促進してきたが、今後は子ども向けの環境教育をさらに強化するため、新たに「ジ

ュニアコース」を新設する。 

 

３．平成２９年度当初予算額   １１，４７３千円 

             新規   （１，７７４千円） 
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【新設】 

一般講座 

専門コース 

堺エコロジ―大学 

【取組②】 
自由研究対応型の講座実施 

【取組①】 関大・さかい 
ＥＣＯベンチャークラブの創設 

【取組③】 
さかいエコ体験事業 

堺市が各団体（企業、大学、ＮＰＯ
等）の実施できる体験プログラムを
整理し、学校、保育所、自治会（こ
ども会）、ＰＴＡ等を対象としてHP
上で受講依頼を受け付ける。講座提
供者と受講者双方のニーズを市が
マッチングし参加・体験型の環境学
習を提供する。 
   

小学生の夏休み期間中において、自
由研究課題（テーマ）になりうる講
座を提供する。講座の提供に当たっ
ては、主催講座のみならず連携講座
（民間実施）の検討を呼びかけ、 
魅力ある講座の確保に努める。また、
関係講座をまとめたチラシを作成し、
夏休み前に小学校等に配布する。 

堺市・田辺市・関西大学連携の「熊
野本宮子どもエコツアー」は平成24
年度から5回にわたり成功を収め、 
一定の成果を得た。今後は、エコツ
アーの取組を年間活動を行うクラブ
組織へと発展させ、さらなる子ども
エコリーダーの育成を図る。 
 

事業概要・今後の方向性 

 同大学では、堺のまちを構成している人々や各種団体と連携し、さ

まざまな場所を学習の場として、フィールドでの体験や講義、シンポ

ジウムなどを幅広く展開し、環境教育・環境学習を行っている。 

 平成２２年に同大学を設立して以降、順調に事業を運営し一定の成

果を得ている一方で、「専門コース修了生の活躍が限定的」、「受講

生に占める高齢者の割合が高い」といった課題が挙げられる。 

 今後はこれまでの取組は継続しつつ、下記に示す今後の方向性を踏

まえ、「ジュニアコース」を新設する。（右図参照） 

＜今後の方向性＞ 

●子ども向けの取組を強化し、将来のリーダーとなる人材を育成 
 子どもエコリーダーを育成する取組を実施し、『エコかっこいい』
『エコたのしい』意識を醸造する。 

●人材（専門コース修了生等）が活躍できる機会の創出 
 専門コース修了生や各種団体等の人材が子どもを対象とした環境教
育を幅広く行える機会（仕組み）を創出する。  これまでの子ども向け講座に加え、 

 下記取組を新たに実施 

 ジュニアコース 

様々なテーマで各種講座を実
施。講座ごとに参加者募集。 

環境教育・活動の実践をめ
ざす人を対象としたコース。 

子どもエコリーダー育成の
ための講座を各種団体等と
連携して実施。 

※堺エコロジー大学の講座・コース構成 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 環境局 環境事業部 環境事業管理課 

直 通 ０７２－２２８－７４７８ 

内 線 ３７１０ 

ＦＡＸ ０７２－２２９－４４５４ 

 

「水銀使用廃製品適正回収事業」について 

 

 堺市では、家庭から排出される蛍光管、乾電池、水銀体温計等の水銀使用廃製品について、

国のガイドラインに基づき、分別回収（拠点回収）・適正処理（水銀回収・リサイクル）を

実施します。 

 

記 

 

  １．事業名 

    水銀使用廃製品適正回収事業 

 

  ２．事業概要 

○対象品目 

 ・蛍光管（蛍光管型 LED、ハロゲンランプを除く） 

 ・乾電池（充電式電池を除く） 

 ・水銀式の体温計、温度計及び血圧計 

○回収方法 

 公共施設及び協力店舗での拠点（ボックス）回収 

○処理 

 国のガイドラインに基づき適正に処理可能な廃棄物処理事業者で処理（リサイク

  ル） 

 

  ３．平成２９年度当初予算額    １３，９０４千円 

             新規   （１３，９０４千円） 
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水銀使用廃製品適正回収事業の概要 

 
○ 平成２５年１０月に採択・署名された「水銀に関する水俣条約」、平成２７年６月に公
布された「水銀による環境の汚染の防止に関する法律」により、水銀の環境中への排出を
抑制するため、水銀使用廃製品の適正回収・処理が求められている。 

○ また、同月に公布された「大気汚染防止法の一部を改正する法律」により、清掃工場の
排ガスにおける水銀排出濃度規制基準が設定される予定。 

 

○ 家庭から排出される水銀使用廃製品を適正に回収・処理（リサイクル）することにより、
水銀による環境の汚染を防止し、市民の健康の保護及び生活環境の保全に資するとともに、
リサイクルを推進する。 

必要性及び目的 

 
○ 家庭から排出される蛍光管、乾電池、水銀体温計等の水銀使用廃製品について、国のガ
イドラインに基づき、分別回収（拠点回収）・適正処理（水銀回収・リサイクル）を行う。 

◆対象品目 
 ・蛍光管（蛍光管型LED、ハロゲンランプを除く） 
 ・乾電池（充電式電池を除く） 
 ・水銀式の体温計、温度計及び血圧計 
 
◆回収方法 
 ・公共施設及び協力店舗での拠点（ボックス）回収を行う。 
  （現在実施している、不燃小物類としての収集は終了） 
 
◆処理 
 ・国のガイドラインに基づき適正に処理可能な廃棄物処理事業者で処理（リサイクル）を

行う。 

事業内容 

 
【環境中への水銀の排出の抑制】⇒市民の健康の保護及び生活環境の保全 
【清掃工場への水銀混入リスクの回避】⇒ごみの安全・安心で安定的な処理の継続実施 

期待される効果 

拠点
回収 

公共施設、協力店舗 
蛍光管 

乾電池 

水銀体温計等 

適正
処理 

廃棄物処理事業者 

 
○ 平成29年11月 分別（拠点）回収の開始 

想定スケジュール 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 市長公室 企画部 

企画推進担当 

直 通 ０７２－２２８－７４８０ 

内 線 ２３２０ 

ＦＡＸ ０７２－２２２－９６９４ 

 

「水素エネルギー社会構築事業」について 

 

環境モデル都市である堺は、臨海部のエネルギー拠点など、水素エネルギーの利活用にあ

たり、恵まれた環境を有しています。 

そこで、堺では企業や大学、行政等からなる「堺市水素エネルギー社会推進協議会」の

もと作成された「水素エネルギー社会構築ロードマップ（基本理念：～つくる・つかう・

ひろげる～ 水素でひらくクリーンな未来）」に基づき、水素利活用に向けた取組、機運醸

成など、水素社会の実現を進めていきます。 

 

 

記 

 

１．事業名 

水素エネルギー社会構築事業 

 

 

２．事業概要、事業目的など 

堺市水素エネルギー社会構築ロードマップに基づく「スマート水素エネルギータウン

構想」や「水素エネルギーコンビナート構想」のもと、水素の利活用の実現に向けた取

組とともに水素に係る普及啓発等を推進します。 

 

 

３．平成２９年度当初予算額       １３,１９６千円   
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  ■水素エネルギー社会構築の意義 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ■基本理念 

 

 

 

 

 

  ■基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 臨海部  

 市街地  

堺市水素エネルギー社会構築ロードマップ（概要） 
堺市水素エネルギー社会推進協議会  

§１ ロードマップの基本的事項 §２ 堺市の水素関連ポテンシャル §３ 取組動向と解決すべき課題 

■ロードマップの目的 
①将来、水素がどのような場面で活用されるのか、まちづくりやビ

ジネス、生活とどうかかわっていくのかなど、中長期的な水素

エネルギー社会の将来像を明らかにする。 

②水素製造拠点の連携強化、水素関連製品の開発・実用化、水素サ

プライチェーン等の水素ビジネスの展開のプロセスと産学官協

働による推進体制を明らかにする。 

③水素の製造､貯蔵･輸送､利用などの各段階で必要となる水素利活

用対策の契機や取組の内容、行政による支援施策や民間の事業

例を時系列に沿って取りまとめる。 

■ロードマップの位置づけ 
（上位計画） 
○堺市マスタープラン（後期実施計画） 
・産業振興による地域の持続的発展／環境共生都市の実現 
（関連計画） 
○堺市まち・ひと・しごと創生総合戦略 
○堺市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（策定中） 
○堺市地域エネルギー施策方針 
○堺市低炭素都市づくり戦略 
○堺市産業振興アクションプラン 

■計画期間、目標年次 
①短期計画期間：2016 年～2020 年 

②中期目標年次：2030 年、長期目標年次 2040 年 

■エネルギー基盤・水素技術が充実 
①複数の LNG 基地、製油所、火力発電所、都市ガス工場が集積し、

臨海部に関西圏を支える拠点的なエネルギーインフラが構築さ

れている。 

②水素社会を先導するプレーヤーとして、日本最大規模の液化水素

供給プラントをはじめ、水素の製造・中継・出荷設備や中核的

な水素利活用技術を有する事業所が立地している。 

 

 

 

 

 

 

 
 

■低炭素化の取組、まちづくりの機会が充実 
①環境モデル都市として快適な暮らしとまちの賑わいが持続する低炭

素都市「クールシティ・堺」をめざした様々な取組実績がある。 

②業務、商業、都市型住宅が集積する都心部や交通拠点、計画的に

住環境が整備された丘陵市街地において、地域特性に応じた多

様なまちづくりの機会を有している。 

■水素エネルギーに係る取組動向 
①家庭用定置型燃料電池（エネファーム）が普及しつつあり、商用

燃料電池自動車の販売開始を受けて、官民一体となった水素ス

テーションの整備が進められている。 

②「水素・燃料電池戦略ロードマップ」が策定され、水素の製造、

輸送・貯蔵、利用の各段階で、到達すべき目標と産学官の役割、

取組の方針が示されている。 

③東京オリンピック・パラリンピック大会を契機として、水素利活

用技術のイノベーションを飛躍的に促進する取組が首都圏及び

各地域で活発化している。 

■水素エネルギーに係る現状の課題 
①大量の水素を安定的に製造する施設が限定され、熱量ベース（都

市ガスの 1/3）で比較すると水素の価格が割高。 

②水素供給インフラが未整備であり、安全基準や技術仕様により製

品コストが割高であるため、リスクの高い先行投資が民間企業

の重荷になっている。 

③エネファーム、燃料電池自動車以外の水素利用設備が出揃ってい

ないため活用方法が限定される。 

④生活に浸透していないため水素の利活用に対して、その意義や安

全性に対する信頼が浸透していない。 

 

液化天然ガス 
（ＬＮＧ） 

液化水素 

液化水素工場の水素製造プロセス  

§４ 堺市における水素エネルギー社会の目標像（３つの構想） 

エネルギー産業集積都市として水素エネルギー供給の広

域的拠点を形成するために、臨海部の複数の水素製造

工場、海外輸入水素の陸揚げ基地、大規模水素発電所

等の連携を図り､国内最大規模の水素インフラを構築 

  

    

再生可能エネルギーによる水素製造 

  

水素輸入･陸揚げ(液化水素／有機ハイドライド) 

化学工場による 

水素消費 

      

  

  

  

ＬＮＧによる水素製造 

副生水素の供給 

石油精製工場の水素消費 

共用水素貯蔵タンク 関西圏への水素供給 

CO２回収･有効活用 

メガソーラー バイオマス発電  水電解装置水素製造 

水素発電所による

水素消費 

水素ネットワーク 

系統電力 

液化､MCH化プラント 

  
  
  
  

       

スマート水素ハウス 
  

スマート水素マンション 
  

  

スマート水素オフィス 

  

水素ステーション 
  

  

  

ローカル水素ネットワーク 
  

系統電力 
  

燃料電池フォークリフト 

水電解水素製造 水電解水素製造 

燃料電池 

燃料電池 

燃料電池 

燃料電池 燃料電池 

スマート水素モビリティ 

 

FCV、FCバス、FC ﾄﾗｯｸ 

※高圧水素充填・貯蔵 

FC ｱｼｽﾄ自転車、FC ｽｸｰﾀｰ等 

※低圧水素充填・貯蔵 

水素 
充填所 

スマート水素倉庫 

～つくる・つかう・ひろげる～ 

水素でひらくクリーンな未来 

堺市の地域特性を活かした水素利活用の展開 

地域の低炭素化と社会基盤の強靭化 

エネルギーセキュリティの確保 

新規技術の開発､実装化による経済成長 

水素利活用による産業振興 

→臨海部の水素産業拠点強化、地元企業のビジネスチャンス創出、地

域エネルギー産業の活性化 

新たな環境スタイルの展開 

→海外からの低炭素水素の輸入､未利用副生水素の活用、再エネ由来水

素の地産地消､水素貯蔵による再エネ電力の出力平準化･導入拡大等 

水素利活用による先進的で魅力的な地域づくり 

→水素ステーション拡充､ＦＣＶ普及促進、定置型燃料電池導入による

工場､建築物等のエネルギー高効率化、スマート水素タウン等の付加

価値の高い住環境の整備（ＢＣＰ等） 

 

 

 

水素インフラ市場 

水素利用設備市場 

中小企業コンソーシアム 

金融機関 大学・研究機関（市外大学含む） 行政機関 

産業振興センター 
水素基幹技術保有企業 

市外企業（大企業含む） 

共同製品開発 

共同市場開拓 

共同製品供給 

新規技術開発資金、 

実証実験資金 

融資 
基礎研究 

応用技術 

開発 

登記支援､ビジンス

スキーム提案、規制

緩和、立地支援 

ビジネスマッチング ビジネスマッチング 

技術開発､製品

化､技術供与 

研究開発資金 

研究開発技術 

環境負荷低減、都市防災向上に効果的な水素エネルギ

ーのポテンシャルを発現するために、燃料電池自動車

等の輸送機関や、燃料電池を備えた住宅、建築物、工

場等が、制約なく安定的に水素を製造し利活用できる

基盤を備えたまちづくりを推進 

臨海部の水素インフラ整備、水素利活用システム実装

に係る設備投資を地域経済の振興につなげるために、

開発力、競争力の高い水素関連企業の集積を図り、地

域内に投資の受け皿となる産業構造を構築 

水素エネルギー産業 

クラスター構想 

水素エネルギー 

コンビナート構想 

スマート水素エネル

ギータウン構想 

■地域特性を活かした３つの構想 

堺市は水素エネルギー社会にアプローチ

する優位性を備えており、長期的視野に立ち

関西圏への貢献も考慮しながら、３つの構想

の実現に向けた取組を推進 

関西空港 
と連携 

大阪府・大阪市・
神戸市と連携 

大阪府全域 
への展開 
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■水素エネルギー基盤の整備に合わせた段階的な取組み 
 

                             2020            2025           2030           2035           2040 

 

 

 

水素エネルギー基

盤の実用化見通し 

（経済産業省： 

水素・燃料電池 

戦略ロードマップ） 

■海外製水素輸入 

■再エネ水素製造 

■水 素 発 電 

■燃料電池自動車 

■水素ステーション 

■家庭用燃料電池 

■業務用燃料電池 

 

 

     

計画期間の区分 短期的な取組計画（目標年次：2020年） 中期的な取組計画（目標年次：2030年） 長期的な取組計画（目標年次：2040年）  

初期水素市場の立上げ､産学官連携による先行的取組 インフラ整備、市場拡大に合わせて水素ビジネスを確立 水素社会の具体化に向けて点から面へのビジネス展開  

水素エネルギー 

コンビナート構想 

○臨海部立地企業の推進体制確立、水素関連情報の

共有化→水素コンビナート構想に向けた基礎調査 

○操業中の液化水素製造工場の供給力を活かして、

初期の水素需要を拡大 

○グローバルな水素サプライチェーンの情報収集 

→開発企業の情報収集、海外生産水素輸送技術実証 

 の誘致、水素サプライチェーンに向けた広域連携 

○水素コンビナート構想の行動計画策定、合意形成 

→企業連携による水素基盤の共用化、水素融通 

○グローバルな水素サプライチェーンの基盤の形成 

→海外生産水素輸送実用化検証チェーンの誘致 

○水素使用工場間を結ぶ水素グリッド、共用水素貯

蔵タンクの整備、工場間で水素融通の実施 

○大規模水素発電所の計画検討 

○グローバルな水素サプライチェーンの基盤の拡充 

→海外生産水素輸送の商用チェーンの誘致 

○水素グリッドによる低コストの水素を活かした既

存事業所の生産拡大、新たな事業所の立地促進 

○大規模水素発電所の運用開始、CO2フリー水素によ

るグリーン電力供給基盤の形成 

○メガソーラーによる電解水素製造､系統電力安定化機構の構築 

 

スマート水素エ

ネルギータウン

構想 

○水素エネルギーの市民･市内企業等への普及･啓発 

→燃料電池､ＦＣＶの展示試乗会､シンポジウム開催 

○水素ステーションの整備と燃料電池自動車の普及 

→大阪次世代自動車普及推進協議会の計画に基づ 

 き、官民協働のもと、2017年度までに府内９箇所

（堺市付近に2箇所）の水素ステーションを整備促進 

→水素ステーション用地に関する情報提供、手続き 

 の円滑化の検討 

→官民協働による小規模水素ステーションの暫定 

 的設置の検討（実証プロジェクトと連携） 

→行政、大学等のFCV先行導入 

→民間企業によるFCV先行導入 

○水素充填設備の整備と多様な燃料電池車両の導入検討 

→小規模な水素充填設備の調査研究 

→ＦＣフォークリフトの情報収集、導入ニーズの把握 

→ＦＣアシスト自転車の試験導入検討 

○工場、住宅･建築物への定置型燃料電池の導入促進 

→戸建住宅に燃料電池を導入促進 

→集合住宅に適した燃料電池の設置・運用方法の検 

 討、導入促進 

→工場における産業用燃料電池の導入促進 

○水素利用技術、ビジネス展開を実証する先導プロ

ジェクトの実施 

→店舗､工場等と連携した水素利活用､水素ステー 

 ションモデル 

→住宅の水素地産地消・自立モデル 

→小型燃料電池を活用したＦＣアシスト自転車モデル 

○水素ステーションの整備と燃料電池自動車の普及 

→大阪次世代自動車普及推進協議会の計画に基づ 

 き、官民協働のもと、2025年度までに泉北地域（堺 

市、和泉市、高石市、泉大津市、忠岡町）に5箇 

所（当計画ﾊﾟﾀｰﾝ３による推計値）を整備促進 

→水素ステーション用地に関する情報提供、新たな運 

 営･整備主体を呼び込むための支援スキームの検討 

→燃料電池バス等の導入促進 

→民間企業、大学によるFCV導入促進 

○水素充填設備の整備と多様な燃料電池車両の導入促進 

→小規模な水素充填設備の設置促進 

→事業者ニーズに基づきFCフォークリフトの導入促進 

→FCアシスト自転車の導入促進 

→新たな燃料電池車両の開発･実証(自動運転ｺﾐｭﾆﾃｨFCV等) 

○工場､住宅･建築物､地域における定置型燃料電池

の導入促進 

→戸建住宅における燃料電池のさらなる導入促進 

→集合住宅に適した燃料電池のさらなる導入促進 

→工場における産業用燃料電池のさらなる導入促進 

→地域に定置型燃料電池を導入し、電力、熱融通 

 システムを構築するモデル事業の検討 

○スマート水素エネルギータウンの先導的整備 

→住宅団地の水素地産地消・自立モデルの先導的整備 

→CO2フリー水素を供給する水素ステーションの整備促進 

→CO2フリー水素を使用する低炭素モデルビルの建築 

 促進 

〇市街地における低炭素型水素サプライチェーンの展開 

→海外産低炭素水素の大量輸入･供給システム、再 

 エネ由来の CO2フリー水素の地産地消システム 

〇スマート水素エネルギータウンの整備拡大 

→低炭素水素の利用促進、水素を地産地消する自立 

 エネルギー供給システムの導入、水素パイプライ 

 ンの整備促進 

 

水素エネルギー

産業クラスター

構想 

○水素関連企業の連携を促すプラットフォームの構築 

→人材育成、人材マッチング等 

→イノベーション創出交流会､先端技術マッチング等 

○堺市の水素基盤整備、産業クラスターの情報発信 

→技術開発企業誘致、水素関連技術集積の推進 

〇水素関連産業への投資促進 

○市内立地企業を中心としたコンソーシアムによる水

素使用機器等の共同開発、共同市場開拓の促進 

〇市内実証プロジェクトにおける試作製品の性能検

証、耐久性試験等の連携促進 

〇水素関連の新規技術開発資金、実証の資金を融資

するグリーンファイナンス制度の拡充 

〇水素エネルギー産業クラスターの広域連携 

→関西圏の水素関連企業の連携強化、海外市場の共 

 同開発等 

〇次世代水素関連技術の実用化、製品化の促進 

→光触媒技術を活用した水素製造システムの実用 

 化等 

 

 

■2025 年の取組イメージ                                 ■ロードマップの推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

§５ 水素エネルギー社会の実現プロセスと取組計画  

関西におけるターニングポイント（梅田北ヤード2期開業、近大移転） 

①堺市水素エネルギー社会推進協議会 

水素関連企業のビジネス戦略、水素関連技術の

イノベーション・ニーズ・知見の共有化、情報

発信・普及啓発 

 

②広域連携等 

国、大阪府や大阪市等と広域連携のもと、また

堺市内部での施策連携・調整、手続き円滑化等

により取組を推進 

＜広域連携の取組例＞ 

・関西スマートコミュニティ推進フォーラム（近畿 

 経済産業局） 

・大阪次世代自動車普及推進協議会（大阪府） 

・大阪スマートエネルギーパートナーズ（大阪府） 

・水素グリッドエアポート構想（関西国際空港） 

（ワーキング・タスクフォース等） 

水素関連企業、金融機関等による連携・協

力のもと先導的なプロジェクトに向けた取

組を推進 

 

（100箇所） 

（550万台） 

普及支援等 

普及支援等 
 

普及支援等 

普及支援等 

自立的な普及拡大 

 
自立的な普及拡大 

 
自立的な普及拡大 

 
自立的な普及拡大 

東京オリンピック 

（全国140万）
台） 

CO2ﾌﾘｰ水素 

ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ 
の本格化 

（全国530万台） 

（全国4万台） 

近畿） 

技術開発・実証 

技術開発・実証 

実証実験 

発電事業用水素発電の本格導入 技術開発・実証等 自家発用水素発電の本格導入 

（全国20万台） 

近畿） 
（全国80万台） 

近畿） 
（全国160箇所） 

近畿） 

（全国320箇所） 

近畿） 

海外水素製造輸入の本格化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

FCを集中導入するスマート工業団地 

FCを集中導入するスマートマンション 

スマート水素ハウス(戸建住宅) 

再エネ由来水素でFC周遊バスの運行 

※業務用燃料電池を活用した CGS の導入促進 

※複数戸でシェアする住宅用燃料電池の導入促進 

業務用改質 FC 

＜エネルギーセンター＞ 

住宅用改質 FC 住宅用改質 FC 

DC 家電配電グリッド 

純水素 FC 

水電解水素製造装置 

水素貯蔵タンク 

メガソーラー 

水素ステーション 

メガソーラー 

スマート水素ビルの例(病院+移動支援交通) 

水電解水素製造装置 

水素貯蔵器 

水素充填器 

水電解水素 

製造装置 

再エネ由来水素で走るFCｱｼｽﾄ自転車 

FC 周遊バス 

FC 周遊バス 

FC アシスト自転車 

FCアシスト自転車 

※市内観光地を周遊する低炭素型交通システムの導入促進 

水素貯蔵器 

水電解水素 

製造装置 

水素充填器 

ｺﾐｭﾆﾃｨ FCV 

ｺﾐｭﾆﾃｨ FCV 

スマートアクセスデッキ 

酸素 

業務用改質 FC 

液化水素製造工場の水素供給体制 

※供給力を活かして初期の水素需要を拡大 

LNG改質水素製造装置 製鉄所、製油所等 

液化水素トレーラー 水素カードル輸送 

堺泉北港 

LNG基地 

製造水素   副生水素 

都市ガス 

都市ガス 

電気 

排熱 

電気 

排熱 

電気 

排熱 

電気 

排熱 

電気 

水素 

水素 

電気 

水素 

水素 

電気 

水素 

水素 

電気 

電気 

排熱 

水素 

水素 

水素貯蔵器 

※建物単体で水素で地産地消して、再エネの有効活用、災害時のエネルギー自給等を促進 

既存施設による水素サプライチェーン（バックアップ） 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 環境局 環境都市推進部 

環境エネルギー課 

直 通 ０７２－２２８－７５４８ 

内 線 ３８３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７０６３ 

 

「スマートファクトリー・スマートオフィス導入支援事業」について 

 

堺市では、中小企業等の事業所の省エネ対策を推進するため、“設備更新、省エネ推進”

のもと、平成２９年度市場導入予定である業務用燃料電池をはじめ省エネルギー性能が高い

設備等の導入費用の一部を支援します。 

 

記 

 

１．事業名 

スマートファクトリー・スマートオフィス導入支援事業 

 

２．事業概要 

平成２９年度市場導入予定である業務用燃料電池をはじめ省エネルギー性能が高い設

備等の導入費用の一部を支援することにより、事業所の省エネ取組を推進 

 

３．平成２９年度当初予算額           ２５，０２０千円   

新規          （２５，０２０千円） 
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対象事業所 年間のエネルギー使用量が 1,500kℓ未満で、自家用電気工作物（変圧器）

を設置し受電している（※１）市内事業者（住宅に係る建物、風俗営業、

行政機関等を除く） 

※1 電力会社と高圧電力の需給契約を締結している事業所 

対象事業者 事業実施者及びリース事業者など 

補助対象設備 

デマンド監視装置をはじめ見える化機器の設置等を条件に、以下の 

省エネ設備等を１種類以上導入。 

①産業ヒートポンプ 

②業務用給湯器 

③高性能ボイラ 

④低炭素工業炉 

⑤変圧器 

⑥冷凍冷蔵庫 

⑦産業用モータ 

⑧ＥＭＳ（ＢＥＭＳ・ＦＥＭＳ）（※２） 

⑨定置式蓄電池 

⑩業務用燃料電池コージェネレーションシステム（※３） 

⑪地中熱など未利用エネルギーを活用するシステム 

※2 ＥＭＳにより自動制御等ができる高効率空調、高効率照明及び定置式蓄電池の

いずれかを同時に導入等する場合 

※3 電力会社と低圧電力の需給契約を締結している事業所も含む 

補助対象経費 
・設備費（工事費を除く） 

・補助対象経費３０万円以上の事業が対象 

補助率・補助上限額 

・事業所全体のエネルギー使用量削減率又は温室効果ガス削減量又は 

最大需要電力削減率が５%又は５t 又は５％の場合 

補助上限額：２００万円、補助率１/３以内（※4） 

・事業所全体のエネルギー使用量削減率又は温室効果ガス削減量又は 

最大需要電力削減率が２．５%又は２．５t 又は２．５％の場合 

補助上限額：１００万円、補助率１/３以内（※4） 

※4業務用燃料電池コージェネレーションシステムは補助率１/２以内 

補助予定件数 １５件程度 

 

～設備更新で省エネ推進～ 

「ｽﾏｰﾄﾌｧｸﾄﾘｰ・ｽﾏｰﾄｵﾌｨｽ導入支援事業」補助制度の概要 

業務用燃料電池 

（出典：京セラ株式会社より提供） 

200



 

 

 

堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 環境局 環境都市推進部 

環境エネルギー課 

直 通 ０７２－２２８－７５４８ 

内 線 ３８３０ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－７０６３ 

 

「次世代自動車普及促進事業」について 

 

堺市では、水素エネルギー社会の実現に向け、公用車に水素を燃料とする燃料電池自動車

を導入します。 

 

記 

 

１．事業名 

次世代自動車普及促進事業 

 

２．事業概要 

公用車に水素を燃料とする燃料電池自動車を導入し、各種イベントへの展示などによ

り、次世代エネルギーである水素や次世代自動車である燃料電池自動車について普及啓

発を行います。 

 

３．平成２９年度当初予算額           ２，３８３千円   

             拡充          （１，９３４千円） 
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・堺市では、戸建住宅に係る家庭用燃料電池コージェネレーションシステム
（FC）に対して支援しています。 

・平成29年度は、戸建住宅に加えて、導入が始まりつつある、集合住宅に係る
家庭用FCや、平成29年度市場投入予定である、事務所や店舗といった小中
規模事業所向けの業務用FCについて支援することで、次世代のエネルギーと
して注目が集まる水素エネルギーの利用促進をめざします。 

・水素エネルギーの活用については、定置式FCだけではなく、次世代の自動車
である燃料電池自動車（FCV）への活用も拡がりつつあります。堺市では、
公用車にFCVを率先して導入することで、水素エネルギー社会の早期実現を
めざします。 

公用車への燃料電池自動車の導入 

事業背景 

・燃料電池自動車（FCV）1台を公用車として導入し、次世代エネルギー 
 「水素」の普及啓発に活用します。 

・区民まつり等のイベントに出展し、市民にFCVの仕組みや環境にやさしい 
 自動車であること等をご理解いただくためのパネル展示や、FCVを身近に 
 感じていただくために実車を展示するなど、市民への普及啓発を進めてま 
 いります。 
 

事業概要 

出典：本田技研工業株式会社 
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堺市報道提供資料 

平成２９年２月２０日提供 

問い合わせ先 

担当課 建設局自転車まちづくり部 

自転車環境整備課 

直 通 ０７２－２２８－０２９４ 

内 線 ４１５３ 

ＦＡＸ ０７２－２２８－０２２０ 

 

「自転車通行環境整備事業」について 

～自転車を利用しやすいまちをめざして～ 

 

「自転車のまち堺」として、「自転車レーンでより安全・快適に!」を目標に、自転車ネット

ワークの整備を進めていきます。（平成２７年度から平成３４年度の８か年で５０ｋｍの整

備計画。） 

  

記 

 

１．施策・事業名、施設名など 

    自転車レーン等 

      府道大堀堺線【継続】、国道３１０号【継続】、今池三国ヶ丘線【継続】等、 

府道堺大和高田線【新規】、新家深井線【新規】等  

                                  整備予定延長８．８ｋｍ 

          

２．事業概要、事業目的など 

   温室効果ガスを排出しない自転車を利用しやすい都市環境づくりに向けた取組みとし

て、自転車レーン等を主体とした自転車通行環境の整備を行い、自転車ネットワークの

形成を進めることにより、自転車利用者の安全を確保するだけでなく、自転車による回

遊性や快適性を高める。このことにより自転車関連事故の減少につなげる。 

 

３．平成２９年度当初予算額          ２２７,２８３千円 
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○自転車は、環境に優しく、健康に良い乗り物であり、市内の重要な交通手段である。 
⇒通勤・通学での自転車の利用率は約２４％（政令指定都市で3番目に高い） 

○自転車関連事故の全交通事故全体に占める割合が高く、自転車関連事故の削減が課題 
⇒堺市では、約３割（全国平均は約2割） 

自転車通行環境整備事業 

安全に通行できる自転車通行環境を形成 
・堺市自転車ネットワーク整備アクションプラン50ｋｍ（アクション50） 
                           (平成27年3月策定） 

自転車を利用しやすいまちを実現するため、 
｢つかう｣｢まもる｣｢とめる｣｢はしる｣を柱とした 

堺市自転車利用環境計画（平成25年6月策定） 

歩行者、自転車、自動車を分離した整備方法 

３．今後の事業展開 

１．課題 

２．これまでの取り組み 

これまでの自転車通行空間の整備実績は、 
   約30.6ｋｍ（平成２8年４月１日現在） 

自転車道や自転車レーンを重点的に推進 
アクション50に基づき(平成2７～３４年度)で約５０ ㎞整備予定 

平成２9年度は約８ｋｍ整備予定 

自転車通行環境の整備事業を拡充していきます！ 
 

H27年度
整備延長 0km 4.4km 1.0km

全整備
延長

2.4km 10.2km 18.0km

整備
方法

①自転車道 ②自転車レーン ③歩道の視覚分離
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